
令和6年8月に、財政的効果の高い国保税
率改定に向けた取組や公立保育園の民営
化に向けた取組などを盛り込んだ「令和6年
度行財政改革取組方針」を策定しました。
令和7年度当初予算の編成においても多額
の財源不足が生じましたが、財政調整基金
の取り崩しは令和６年度と同程度で、市民
サービスの削減がないよう予算を調製しま
した。

2

A

芸小ホール(FSXホール)でも購入できるよう
販路を拡大し、各種イベントの際に新書の
チラシを配布するなどもして、売り上げが増
加しました。
これまで発行した準備号から第4号までの
各号執筆者へアンケートを行い成果と課題
を整理した上で、編集長である副市長及び
編集委員の意見を取りまとめ事業評価し、
今後に向けた最終的な方針を決定しまし
た。

適正な課税・収納
事務の実施

行政管理部との協議により、会議室棟のデ
ザインビルド事業者公募の段階から、民間
企業がテナント運営に参画しやすい建物仕
様、公募書類を作成しました。
貸付料の不動産鑑定を担当課に依頼する
とともに、運営面における企業の意見も踏
まえ、次年度スケジュールの立案、サウン
ディング調査の実施準備まで整えることが
できました。

5
公有財産利活用の
推進

B

デジタル地域通貨「くにPay」を、令和６年９
月２日から本格実施し、健康ポイントとの交
換等、市の事業のインセンティブとしての活
用も開始しました。
3回の異なった内容のキャンペーンを実施
し、令和７年２月末までに累計47,537,107ポ
イントを発行、36,222,251ポイントが利用さ
れ、ユーザー数は4,666人、加盟店数は176
店舗と増加傾向にあります。更に向上余地
はあるものと思われ、今後、一層の普及促
進を図ります。

【達成度】　Ａ…100％　Ｂ…80％以上100％未満　Ｃ…50％以上80％未満　Ｄ25％以上50％未満　Ｅ25％未満

　　　　　　　　◆　令和６年度　　部長マニフェスト　◆　政策経営部長　　

部の運営方針

部長写真所属課と人員
（R6.4.1現在）

市長室（秘書広報担当含む）・政策経営課・課税課・収納課

償却資産について、税務署転写や保健所
調査、太陽光パネル調査に加えて駐車場
についても調査を行い、15件の新規課税事
業者数増がありました。
固定資産税3件、市民税1件の課税誤りが
ありましたが、速やかに対象者へ訂正、お
詫びし、再発防止策を各係共有しました。
徴収率については、市税３税の２月末時点
での徴収率は86.01％となり、令和元年度を
上回る見込みで、国民健康保険税につい
ても令和２年度を大きく上回る見込みです。

効率的・効果的な事務執行により、適正かつ公平な
課税を確保するとともに、個々の市民の状況に配慮
しながら公正な徴収事務を行うことにより、市税徴収
率は、直近で当市が全国1位となった令和元年度と
同水準の、国保税徴収率は多摩地域１位であった
令和２年度と同水準の徴収率を目指します。

準備号から第４号まで計５冊の発行が昨年度末まで
で完了しました。本年は事業評価年度に当たること
から、今後のシティプロモーションに生かすよう、本
事業の成果について、その意義・目的を整理した上
で効果と課題を検証し、今後の方針を決定します。

デジタル地域通貨
の本格導入
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部の概要

給食センター跡地に新設する暫定会議室棟におい
て、その一部を民間に使用させることで歳入を確保
する新たな事業形態の構築に取り組みます。この取
組みは建物の一部を活用した、完全なる民間企業
による運営を目指しており、今後、公共施設の有効
活用を推進していくにあたっての参考実例となるよう
進めます。

政策経営部は、国立市総合基本計画の「人間を大切にする」まちづくりを基本理念とした、「学び挑戦し続ける
まち、ともに歩み続けるまち、培い育み続けるまち、文教都市くにたち」の実現に向け、市長のトップマネジメン
トを補佐します。
また、持続可能な行財政運営に資する、財源の確保や公共施設等の更新・利活用、更には自治体DXの推進
について、中長期的視点により将来的な財政負担を抑制しながら市民サービスの向上につながるよう、効率
的かつ効果的な方策を検討します。

達成状況（年度末評価）

1

達成度

A

B

A

令和6年度の重点項目

№ 項目

87人

3
国立新書評価・検
証事業

「まちの活性化」や「健康まちづくりの推進」などを目
的に、市民の行動変容を促すインセンティブを付与
するプラットフォームとして、市内の加盟店で利用で
きる「デジタル地域通貨」を、試行実施の結果を踏ま
えて本格的に導入し、その運用及び普及促進を図り
ます。

具体的内容

厳しさを増す財政状況に対応し、持続可能な行政運
営を行うため、令和7年度以降の予算編成に向けて
行財政改革の取り組みとその方向性を示し、行政改
革プラン2027に定める取組を具体化するなど、実効
的な事務事業の見直しを推進します。これらの取組
により、歳入確保・歳出削減を図りつつ、市税などの
動向も踏まえて、収支の均衡がとれた令和7年度当
初予算を調製します。

行財政改革の推進
及び令和7年度当
初予算の編成


